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新型コロナウイルスの感染拡大を受けての安倍総理の自粛要請から１か月以上が経過し、

多くの飲食店が壊滅的な打撃を受けております。今月７日の緊急事態宣言が発出されて以

降は、休業要請に応じる店も多く、収入の道が閉ざされた本当に厳しい状況です。 

飲食店を核とする外食産業は売上 25 兆円、就業者数 300 万人という巨大産業であり、生

産者、卸売業、酒蔵など裾野の広いサプライチェーンを擁しています。またその多くが個人

経営の零細事業であり、経営基盤は極めて脆弱です。 

一方で、平成 29 年には「改正文化芸術基本法」に「食文化」が明記され、また 3000 万

人を超える外国人観光客の訪日理由の第 1 位に日本食が挙げられるなど、世界に誇るべき

日本の食文化を担っていると自負をしております。 

これまでも雇用調整金の拡大や資金繰り対策など、飲食店が活用できる政策を打ち出し

ていただいておりますが、戦後最大の経済危機といわれる現下の状況では事業者にとって

安心できるものとは言えません。是非、現場の切迫した声をお聞き届けいただき、より有効

な政策に反映頂きますよう、心からお願い申し上げます。 
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【要望事項】 

〇雇用調整助成金の抜本的拡充 

・一日上限の引き上げ（8330 円⇒12000 円程度へ） 

・補助対象を「休業手当」から「給与額面」へ 

 

〇事業者給付金 

・現金支給（中小企業 200 万、個人事業主 100 万）の速やかな給付（4 月中をめどに） 

 

〇家賃補助の創設 

・店舗所在エリア、店舗面積、就業者数から算出した金額を補助 

 

〇税・社会保険料の免除 

・現在、措置頂いている税・社会保険料の猶予を免除に 

 

 

◆諸外国の休業補償の事例 

〇英国 

従業員の雇用を維持した企業に、政府が従業員の額面給与 8 割を補助（最大月額約 32 万円） 

 

〇フランス 

企業が従業員に支払う休業補償（額面の 70％）を政府が全額補償 

 

〇米国 

失業保険の給付額を 4 か月間、週 600 ドル（約 66000 円）上乗せ 

 

〇デンマーク 

労働者の給与の 75％（最大月額約 37 万円）を政府が補償 
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